
日本原子力研究開発機構に対する厳重注意について 

 

茨城県生活環境部防災危機管理局 

原子力安全対策課 

 

１ 原子力機構における火災等の発生状況 
区分 発生日 事業所名 施設名 概要 

火
災 

7/12 原子力科学研究所 
原子力コード特研近傍
（非管理区域） 

・仮設ディーゼル発電機を動作させたと
ころ発煙 

7/29 大洗研究開発センター 
固体廃棄物前処理施設
（非管理区域） 

・パッケージエアコンから発煙 

9/16 那珂核融合研究所 
第１工学試験棟大実験室
（非管理区域） 

・直流遮断器の動作試験を行っていたと
ころ発煙 

漏
え
い 

9/11 大洗研究開発センター 
ＪＭＴＲ第３排水系貯槽
(Ⅱ)建屋内（非管理区域） 

・法令報告事象 
・建屋内に４ヶ所の水たまりを発見する
とともに，汚染（ｺﾊﾞﾙﾄ 60，ﾄﾘﾁｳﾑ）を
確認 

9/12 
核燃料サイクル工学研
究所 

廃棄物処理場（管理区域） 
・配管継手部及びその下部床等から軽微
な汚染（全α）を確認 

そ
の
他 

9/12※ 原子力科学研究所 
原子力科学研究所敷地内
（立入制限区域外） 

・核物質防護規定遵守義務違反 
・不審者が約１時間にわたり構内に滞在
（H26.2.24発生） 

※原子力規制委員会から厳重注意を受けた日 
 

２ 県の対応 

平成26年７月から９月にかけて，火災や放射性物質の漏えい等が相次いで発生したことを踏

まえ，原子力機構に対し文書により，厳重注意を行うとともに，安全管理の徹底などを要請（H26.

９.18）。 

【要請の概要】 

・安全文化の醸成に努めるとともに，施設・設備の点検を徹底するなど，再発防止策に万全

を期すること。 

・事故・故障等に係る情報はもとより，安全管理に関する情報などを積極的に公開し，県民

理解の促進に努めること。 

・安全管理の徹底などに係る取組の内容について，H26.10.３までに報告すること。 

 

３ 原子力機構の対応 

要請に基づく緊急安全点検等の取組のほか，抜本的な再発防止策の検討に向けた今後の対応

方針について，県に報告（H26.10.３）。 

【報告の概要】 

・理事長から原子力機構職員等に対し，理事長メッセージを発出し，事故・故障の未然防止

に努めることを指示（H26.９.24）。 

・立入制限区域の警備体制等について緊急点検を実施（H26.５）するとともに，緊急安全点

検に着手（H26.９.24）。 

・事故・トラブルの情報や，運転管理上重要な情報等については，引き続き，適切かつ速や

かに通報連絡するとともに情報公開に努める。 

・一連の事故・トラブルの原因究明結果を踏まえ，10月中に検討チームを設置し，抜本的な

再発防止対策について検討を行う。

資 料 ２ 

 

 



  

 


